
貴自治体名（  刈谷市  ） 

懇談日時 １０月 ２１日（水）  午前  １０時 ３０分～  １１時 ３０分 

懇談会場 １０１会議室 A・B ※会場が確定している場合はご記入ください。

２０２６年自治体キャラバン請願・陳情項目についてのアンケート 
【１】１．介護保険・高齢者福祉  担当課（ 長寿課 ）電話（0566-62-1013）ＦＡＸ（0566-24-2466） 

メールアドレス（ choujyu@city.kariya.lg.jp ）

（１）介護給付費準備基金・繰越金等

①第１０期介護保険事業計画の策定において、保険料（第１号被保険者）上昇を抑えるための介護給付

費準備基金活用の見込みについてご記入ください。

２０２６年度末の準備基金残高

（見込み）（A） 

第１０期保険料にあてて取り

崩す準備基金（見込み）（B） 

取り崩し割合〈（B）／（A）〉 

（小数点第１位まで） 

２０４，９４７，７８６円 ２０４，９４７，７８６円 １００．０％ 

②次年度繰越金・準備基金保有高

質問項目 ２０２３年度末 ２０２４年度末 ２０２５年度末 

第１号被保険者数 （A） ３１，４７９人 ３１，７３０人 ３１，９８５人 

次年度決算繰越金 （B） ３４２，４３１，４９０円 ３５４，７９３，８１３円 ３０１，８８７，９２１円 

１人当たり繰越金 （Ｂ）／（Ａ） １０，８７８円 １１，１８１円 ９，４３８円 

年度末準備基金保有額 （Ｃ） ３１３，１３１，７１７円 ２９４，６６１，３７２円 ２５４，５９２，９００円 

繰越金＋基金保有額（Ｄ） ６５５，５６３，２０７円 ６４９，４５５，１８５円 ５５６，４８０，８２１円 

１人当たり「繰越金＋基金保

有額」 （Ｄ）／（Ａ） 
２０，８２５円 ２０，４６８円 １７，３９８円 

（２）介護保険料の独自減免制度 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない

①低所得者への保険料減免制度

１）保険料の市町村独自の低所得者への減免制度がありますか。

（  ）ある    （〇）ない

２）低所得者減免がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在）

・減免対象の規定（所得段階区分等）の内容

・保険料の全額免除はありますか。 （ ）ない （ ）ある 

・資産保有による制限はありますか。 （ ）ない （ ）ある 

・保険料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。 （ ）ない （ ）ある 

・申請は必要ですか。 （ ）必要 （ ）不要 

３）低所得者減免がある場合、その実績をご記入ください。

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 件 件 

保険料減免の金額実績 円 円 

②収入減少を理由にした保険料減免制度

１）収入減少を理由にした保険料減免制度がありますか。

（〇）ある （  ）ない 

２）ある場合、２０２６年４月１日現在の内容をご記入ください。
前年合計所得：３００万円以下（総所得金額等） 
当年合計所得見込額：１５０万円以下（総所得金額等） 
当年合計所得見込額の減少要件割合：２分の１以下 
該当者が属する世帯の他の世帯員：市民税非課税 
減免割合 所得割額の 最小（  ―  ）割～最高（  ５  ）割 
※申請日以後に到来する納期限に係る納付額の２分の１であるため、年額に占める最小減免割
合は一定ではない。
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３）ある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 ０件 ０件 

保険料減免の金額実績 ０円 ０円 

（３）保険料滞納の状況と処分件数について 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料滞納者数 
保険料滞納者実人数 ２２８人 ２０２人 

保険料滞納者延べ件数 １，０２５件 ９２５件 

保険給付の制限 

償還払い人数 １人 １人 

保険給付の一時差し止め人数 ０人 ０人 

３割負担人数 ２人 ２人 

財産差押え 
差押え実人数 ０人 ０人 

差押え件数合計 ０件 ０件 

（４）介護保険利用料の独自減免制度 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない 

①利用料の市町村独自の低所得者への滅免措置がありますか。  

（〇）ある → 実施年月（ ２００１ ）年（ １０ ）月    （  ）ない  

②市町村独自の利用料減免がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在） 

１）減免対象の規定（所得段階区分等）の内容  

市民税非課税世帯で、次のすべてを満たす者 

①前年の年間収入が単身世帯で 103 万円以下、複数世帯で 164 万円以下 

②預貯金等の額が単身世帯で 350 万円以下（世帯員１人増加につき 100 万円を加算） 

③負担能力のある親族等に扶養されていない（医療保険の被扶養者や住民税の扶養控除対象

者ではない等） 

④介護保険料を滞納していない 

⑤生活保護受給者ではない 

２）訪問介護利用料の助成割合  （             ） 

３）居宅サービス利用料の助成割合 （     １/２      ） 

４）施設サービス利用料の助成割合 （             ） 

５）利用料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。 （  ）ない  （〇）ある 

※一般会計から直接支給している場合も「ある」としてください。 

③低所得者減免がある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

利用料減免件数 ８８件 １１０件 

利用料減免の金額実績 ３７１，０４３円 ５０９，５０３円 

（５）介護保険施設への独自支援制度、認知症グループホーム入所者等への食費・居住費の助成制度 

①介護保険施設への独自支援制度、介護付き有料老人ホーム、認知症グループホーム等の入所者や

短期入所者等の食事、居住費に対する助成制度に変更がありますか。 

（  ）変更がある     （〇）変更はない  

②変更がある場合、その内容をご記入ください。（２０２６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）総合事業 

①総合事業の「事業対象者数」をご記入ください。 （ ３４９ ）人 

②総合事業の事業所数・利用人数・報酬基本単位をご記入ください。 

※事業所数は各年４月１日現在、利用者数は月平均（２０２６年度は４～６月の平均）をご記入ください。 

サービス 

事業所数 利用人数 報酬基本単位 

２０２５年 ２０２６年 ２０２５年 ２０２６年 
２０２５年 

（月・回） 

２０２６年 

（月・回） 

現 行 の訪 問 介 護

相当の訪問介護 
１４ １４ ３６４ ３０６ 

（  ） 
（  ） 

生活支援型訪問Ａ 

（緩和した基準） 
０ ０ １ ２ （  ） （  ） 

現 行 の通 所 介 護

相当の通所介護 
３１ ３２ ８０２ ７２７ （  ） （  ） 

通所型サービスＡ 

（緩和した基準） 
３ ３ ８４ ２３０ （  ） （  ） 

通所型サービスＣ 

（短期集中予防） 
３ ５ ２１ １３ 

８，５００円

（回） 

８，５００円

（回） 

（７）特別養護老人ホームの待機者について ※人数は名寄せしてご記入ください。 

①特別養護老人ホームの待機者（要介護３以上）は、何人ですか。（ ３４ ）人（２０２６年８月現在） 

②要介護１、２の入所者数、待機状態にある人を把握していますか。  

（〇）把握している  → 入所者数（ １９ ）人 待機者数（ ０ ）人 （２０２６年８月現在） 

（  ）把握していない 

③特別養護老人ホームの入所者の申し込みにあたって貴自治体の対応（該当に◯印を） 

（  ）自治体の窓口でも相談・受け付け業務を行っている 

（〇）行政区内の施設から情報を定期的に得ている 

（  ）当該施設に任せており、対応はしていない  

（８）施設サービス基盤整備 

①特別養護老人ホーム等の整備状況について  

※( )カッコ内には新規施設数、新規定員数を再掲してください。 
 第９期（～２０２６年度） ２０２５年度 

計画 計画 実績 

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 
特別養護老人ホ
ーム 

５ 
( ０ ) 

５９０ 
( ０ ) 

５ 
( ０ ) 

５９０ 
( ０ ) 

５ 
( ０ ) 

５９０ 
( ０ ) 

介護老人保健施
設 

２ 
( ０ ) 

２４６ 
( ０ ) 

２ 
( ０ ) 

２４６ 
( ０ ) 

２ 
( ０ ) 

２４６ 
( ０ ) 

認知症グループ
ホーム 

１２ 
( ３ ) 

２１６ 
( ５４ ) 

１２ 
( ３ ) 

２１６ 
( ５４ ) 

９ 
( ０ ) 

１６２ 
( ０ ) 

特定施設入居者 
生活介護事業所 

３ 
( ０ ) 

２０８ 
( ０ ) 

３ 
( ０ ) 

２０８ 
( ０ ) 

３ 
( ０ ) 

１７８ 
( ０ ) 

②サービス付き高齢者住宅等の設置状況について（２０２６年３月末現在） 

 施設数 定員 

サービス付き高齢者住宅 ４ １９７ 

住宅型有料老人ホーム １９ ４５９ 

（９）介護施設の夜勤形態について 

①介護施設の夜勤形態について把握をしていますか。 

（〇）把握している     （   ）把握していない 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料のとおり 

 

 

 



②職員の夜勤時の就労形態はどのようになっていますか。施設種別ごとにご記入ください。 

 
設置 

施設数 

２交替（１２時間以

上の長時間）夜勤 
３交替夜勤 

２交替と３交

替が混在 
その他 

特別養護老人ホーム ５ ０ ３ ０ ２ 

介護老人保健施設 ２ ２ ０ ０ ０ 

グループホーム ９ ３ ４ ０ ２ 

小規模多機能 ３ １ １ ０ １ 

看護小規模多機能 ０ ０ ０ ０ ０ 

短期入所 ９ ２ ４ ０ ３ 

③上記施設の内、夜勤配置人員が１人になる場合がある施設数をご記入ください。（たとえ１病棟・１フロ

アー・１ユニットであっても、実態があれば数えてください。なお、同じシフトで働くスタッフの休憩時に１

人になる場合も含みます。） 

 
２交替（１２時間以

上の長時間）夜勤 
３交替夜勤 

２交替と３交替 

が混在 
その他 

特別養護老人ホーム ０ １ ０ ２ 

介護老人保健施設 ０ ０ ０ ０ 

グループホーム ３ ４ ０ ２ 

小規模多機能 １ １ ０ １ 

看護小規模多機能 ０ ０ ０ ０ 

短期入所 ０ ２ ０ ３ 

（１０）次期（第１０期）介護保険事業計画策定委員会  

①計画策定委員会の公開   （〇）公開する   （    ）公開しない   （   ）未定 

 →公開する場合、当日の委員会の傍聴は （〇）できる   ５人     （    ）できない 

②計画策定委員の公募枠   （〇）ある  → 公募枠（ １ ）人  （   ）ない  （   ）未定 

③計画策定業務の一部委託をしていますか。 

（〇）している →委託先名（株式会社 ジャパンインターナショナル総合研究所） 

（   ）していない 

（１１）高齢者福祉施策   

①加齢性難聴者への補聴器助成を実施する予定はありますか。すでに実施済みの場合、事業名、対象

者、助成額、助成実績をご記入ください。 

（  ）予定がある （       年    月から）    （  ）検討中     （  ）予定がない 

（〇）実施中 

事業名 対象者 助成額 
２０２５年度助成実績 

人数 金額 

難聴高齢者補聴器購

入費助成事業 

両耳の聴力レベルが

３０デシベル以上で身

体障害者手帳の交付

の対象とならない６５

歳以上の方 

補聴器の購入費

用の半額 

（上限額） 

市民税課税世帯：

１５，０００円 

市民税非課税世

帯：３０，０００円 

１２２人 
２，１７２，５００

円 

②加齢性難聴の検診制度がありますか。ある場合は、実施内容をご記入ください。 

（  ）ある      （〇）ない 

 

 

 

 

 



③高齢者の外出支援施策について、該当項目に○印を付してください。 

１）地域巡回バス    （〇）ある    （  ）ない   （  ）検討中 

２）高齢者タクシー代助成   （〇）ある    （  ）ない   （  ）検討中 

３）その他の移動支援がありますか。ある場合または検討中の場合は、実施内容をご記入ください。 

（  ）ある    （〇）ない   （  ）検討中 

 

 

４）地域公共交通会議は設置されていますか。 

（〇）設置している    （  ）設置していない    （  ）設置予定がある 

（１２）認知症関係 

①「市町村認知症施策推進計画」の作成予定は 

（〇） ２０２７年３月に作成予定      （  ）作成予定は未定 

②認知症の人が事故を起こした時に備える「賠償補償制度」は 

（〇）実施している → 保険料の補助は （〇）全額補助  （  ）一部補助  （  ）補助なし 

（  ）実施していない 

③認知症の無料検診事業（物忘れ検診など）を実施していますか。 

（  ）実施している → 自己負担は （  ）無料   （  ）有料 （自己負担額     円） 

（〇）実施していない 

（１３）高齢者虐待について 

２０２５年度 

 養介護施設従事者等

による虐待 
養護者による虐待 合 計 

相談通報件数 （A） ４件 ２６件 ３０件 

（A）のうち虐待と判断

した件数 
１件 １６件 １７件 

 

 

（１４）やむを得ない事由による老人福祉法の措置 

２０２５年度に新たに措置した件数 

やむを得ない事由 

特別養護老人ホームへの 

施設入所措置件数 

（第１１条１項２号） 

居宅サービス等措置件数 

（第１０条の４第１項） 

虐待 １件 ０件 

認知症 １件 ０件 

その他 

（           ） 

０件 ０件 

※養護老人ホームへの措置件数は含みません 

（１５）６５歳以上高齢者の障害者控除の認定について 

→２０２５年４月以降、対象者・要件の変更は  （  ）ある  （〇）なし 

①認定書の発行枚数実績は  → ２０２４年度（ ４１９ ）枚、２０２５年度（ ４２３ ）枚 

②障害者控除の対象者に申請書または認定書を自動的に送付していますか。 

（  ）申請書を送付している → ２０２４年度（        ）件、２０２５年度（        ）件 

（〇）認定書を送付している → ２０２４年度（ ３１２ ）件、２０２５年度（ ３０７ ）件 

（  ）自動的には送付していない 

③６５歳以上高齢者の認定書の発行要件（複数回答可） 

（  ）要支援２以上は基本的に該当する 

（  ）要介護１以上は基本的に該当する 

（  ）障害高齢者自立度（  ）以上は基本的に該当する →要介護要件 （  ）ある （  ）なし 



※要介護要件がある場合は、（       ）以上 

（  ）認知症高齢者自立度（  ）以上は基本的に該当する →要介護要件 （  ）ある （  ）なし 

※要介護要件がある場合は、（       ）以上 

（〇）その他、次のような基準で判断している（要介護１以上について認定基準に基づき審査発行） 

 

２．国民健康保険  担当課（国保年金課・納税課）電話（ 0566-62-1206・0566-62-1007） 

ＦＡＸ（ 0566-24-2466・0566-62-1203）メールアドレス（ kokunen@city.kariya.lg.jp・nouzei@city.kariya.lg.jp） 

（１）国保料（税）等について 【国保年金課】 

①国保料（税）（医療給付費分と後期高齢者支援金分の合計）について 

区分 ２０２５年度 ２０２６年度 増減 

所得割 × （ ９．６４ ）％ × （ １０．８４ ）％ × （ １．２０ ）％ 

均等割 ４２，４００円 ４６，１００円 ３，７００円 

平等割 ２７，６００円 ２９，６００円 ２，０００円 

１人当たり調定額 

（平均保険料）※予算額 
１１７，６４７円 １３０，７３５円 １３，０８８円 

②２０２６年度の国保料（税）（医療給付費分と後期高齢者支援金分の合計）改定結果は 

（○）上がった    （  ）据え置いた    （  ）下がった 

③国保料（税）（介護分）について 

区分 ２０２５年度 ２０２６年度 増減 

所得割 × （ ２．３２ ）％ × （ ２．４４ ）％ × （ ０．１２ ）％ 

均等割 １１，８００円 １２，２００円 ４００円 

平等割 ５，７００円 ６，０００円 ３００円 

④国保料（税）（子ども・子育て支援分）について 

区分 ２０２５年度 ２０２６年度 

所得割 － × （ ０．２９ ）％ 

均等割 － １，３００円 

平等割 － ７００円 

⑤モデルケース別の国保料（税） 

※医療給付費分、後期高齢者支援金分、子ども・子育て支援金分の合計をご記入ください。 

２０２５年度の子ども・子育て支援金分はゼロで算出します。介護分は２年とも含みません。 

№ モデルケース ２０２５年度 ２０２６年度 増減 

１ 夫婦(４０歳代)・子ども（中学生１・高校生１）の

４人世帯、給与所得２００万円 〈妻の年収０〉 

※２割軽減世帯 

３０９，０００

円 

３４８，４００

円 

３９，４００ 

円 

２ 夫婦世帯(７０歳代)、年金所得８０万円(年金

収入１９０万円) 〈妻年収０〉 

※５割軽減世帯 

９１，７００ 

円 

１０３，６００

円 

１１，９００ 

円 

３ 単身世帯(７０歳代)、所得０円 

※７割軽減世帯 

２０，９００ 

円 

２３，２００ 

円 

２，３００ 

円 

４ 単身世帯(２０歳代)、給与所得１１０万円（給与

収入１７５万円） 

※軽減なし世帯 

１３４，５００

円 

１５２，１００

円 

１７，６００ 

円 

⑥法定外繰入（１人当たり）について 

 ２０２５年度 ２０２６年度 

一般会計からの１人当たり法定外繰入額 

※２０２５年は予算・決算、２０２６年は予算 

予算   １６，７９６円 

決算   １６，７４７円 

予算   １２，２３０円 

 

 



⑦市町村が独自に実施している医療費助成制度に係る国保の国庫負担減額調整措置による貴市町村

の減額金額をご記入ください。 

制 度 名 ２０２５年度実績 

障害者医療費助成制度 ６１，３４４，６６６円 

ひとり親医療費助成制度 ５，９４４，０３８円 

合計 ６７，２８８，７０４円 

⑧次年度繰越金・基金保有額 

質問項目 ２０２３年度末 ２０２４年度末 ２０２５年度末 

被保険者数 （A） ２１，８９４人 ２１，００２人 ２０，４４２人 

次年度決算繰越金 （B） 
１１５，７０５，６０７

円 

１８６，０１２，７８７

円 

２７７，０９１，２２０

円 

１人当たり繰越金 （Ｂ）／（Ａ） ５，２８５円 ８，８５７円 １３，５５５円 

年度末準備基金保有額 （Ｃ） ０円 ０円 ０円 

１人当たり保有額 （C）／（A） ０円 ０円 ０円 

繰越金＋基金保有額（Ｄ） 
１１５，７０５，６０７

円 

１８６，０１２，７８７

円 

２７７，０９１，２２０

円 

１人当たり「繰越金＋基金保有

額」 （Ｄ）／（Ａ） 
５，２８５円 ８，８５７円 １３，５５５円 

（２）保険料（税）の市町村独自の減免制度 【国保年金課】 

①市町村独自の低所得者減免 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない 

１）低所得者減免を実施していますか。（２０２６年４月１日現在） ※生活保護受給期間の減免は除く 

（〇）ある    （   ）ない  

２）低所得者減免を実施している場合は、その要件と減免内容をご記入ください。 
・災害により住宅・家財の価格の１０分の３以上の損害を受けた場合（前年中世帯総所得１，００
０万円以下） 
・世帯の中心となっていた被保険者が傷病、失業（定年退職、自己の責めに帰すべき理由によ
る解雇、正当な理由がない自己の都合による退職その他これらに準ずる理由によるものを除く）
等により当該年中の総所得見込額が前年中の２分の１以下に減少すると認められる場合（前年
中世帯総所得３００万円以下） 
・賦課期日現在、下記のいずれかに該当する被保険者を含む世帯（前年中世帯総所得３００万
円以下） 
（1）身体障害者１・２・３級、４級（腎臓機能障害・進行性筋萎縮症）、５・６級（進行性筋萎縮症） 
（2）療育手帳の判定「A」又は「B」の知的障害者 
（3）精神科医師に自閉症状群と診断された者 

３）低所得者減免を実施している場合、実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 １４件 ２１件 

保険料減免の金額実績 ４１０，８１９円 ５１３，２１９円 

４）低所得者減免に対する一般会計からの繰り入れはありますか。 （〇）ある  （  ）ない  

※一般会計から直接支給している場合も「ある」としてください。 

②市町村独自の子どもの均等割などの減免（就学前までの５割減免は除く） 

１）子どもの均等割保険料（税）の減免制度がありますか。（２０２６年４月１日現在） 

（   ）ある     （   ）検討中     （〇）ない  

２）ある場合、その内容をご記入ください。 
 
 

３）ある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 件 件 

保険料減免の金額実績 円 円 

 



③収入減少を理由にした保険料（税）減免制度 

→ ２０２５年４月以降の変更は （   ）ある  （〇）ない 

１）収入減少を理由にした保険料（税）減免制度がありますか。（２０２６年４月１日現在） 

（〇）ある    （   ）ない  

２）ある場合、その内容をご記入ください。 

前年合計所得 ３００万円以下 

当年合計所得見込額 前年中の 2 分の１以下 

当年合計所得見込額の減少要件割合 2 分の１ 

減免割合 所得割額の 最小（ ５ ）割～最高（ ５ ）割 

３）ある場合、その実績をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

保険料減免件数 ４件 ５件 

保険料減免の金額実績 ２６９，３９７円 ２２４，４４８円 

（３）滞納世帯数・特別療養費・留め置き・差押え等 

①国保被保険者数・世帯数・滞納世帯数・特別療養費・留め置き世帯数等 【国保年金課】 

質問項目 ２０２５年６月１日 ２０２６年６月１日 

被保険者数 ２１，０７５ ２０，５３２ 

世帯数 １４，３６２ １４，１２１ 

滞納世帯数 ７６２ １，０３３ 

特別療養費支給対象世帯数（※１） ０ ０ 

留め置き世帯数（※２） ７６ ４０ 

未交付・未更新世帯数（※３） ０ ０ 

※１は、医療機関窓口で１０割負担を求められる対象者 

※２・３は、国保加入者だが、マイナ登録をしていない人のうち、は※２「交付した資格確認書の留め

置き世帯数」、※３は資格確認書を交付していない未交付・未更新世帯数」 

②保険料（税）滞納者への差押え等 【納税課】 

１）差押えの基準をご記入ください。 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない 

督促・催告等の通知を送付しても反応がなく、差押可能な財産を有している場合。 

 

２）以下の件数をご記入ください。 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

財産調査件数  ５，２５８ ４，６１２ 

 差押え件数 １８５ １５９ 

件数

内訳 

給与 ３６ ３９ 

不動産 ０ １ 

預貯金 １３７ １１０ 

生命保険（内学資保険） ２（０） ０ 

その他 １０ ９ 

競売による現金化  ０ ０ 

徴収の猶予 申請件数 ５ ３ 

許可件数 ５ ３ 

換価の猶予 申請件数 ０ ０ 

許可件数 ０ ０ 

職権件数 ０ １ 

滞納処分の停止 適用件数 １１８ ８０ 

件数

内訳 

無資力 ４４ ２５ 

生活保護 ３３ ２６ 

生活困窮 ０ ０ 

所在不明 ４１ ２９ 



その他 ０ ０ 

（４）一部負担減免制度 【国保年金課】 

①一部負担減免制度がありますか。（２０２６年４月１日現在） 

（○）ある    （   ）検討中    （   ）ない 

②相談・申請・適用の実績 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

一部負担金の相談件数 ０件 ２件 

一部負担金の申請件数 ０件 １件 

一部負担金減免の延べ件数 ０件 １件 

一部負担金減免の金額実績 ０円 ０円 

（５）資格確認書 【国保年金課】 

①資格確認書の交付についての貴自治体の対応は。  

（ 〇 ）マイナ保険証登録者には、要配慮者に限り資格確認書を交付する。  

（   ）全ての国民健康保険加入者に送付する。  

（   ）全ての国民健康保険加入者に交付できないか検討中。 

（   ）その他（                                                  ） 

②資格確認書の交付などについて、困っていること、改善してほしいことなどがあればご記入ください。 

 

 

（６）国保運営協議会 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない  【国保年金課】 

①運営協議会の公開     （〇）公開している   （  ）公開していない 

②運営協議会議事録のホームページへの掲載    （〇）掲載している    （  ）掲載していない 

③運営協議会委員の被保険者枠は （ ４ ）人  そのうち、公募枠は （ ０ ）人 

 

３．生活保護・生活困窮者支援 

（１）生活保護  担当課（ 生活福祉課 ）電話（ 0566-62-1038 ）ＦＡＸ（ 0566-24-2466 ） 

メールアドレス（ seifuku@city.kariya.lg.jp ） 

※生活保護利用者向けの説明パンフレット（生活保護のしおりなど）を添付してください。 

①生活保護の相談件数、申請件数とその保護開始件数 

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

相談件数 (A) ４４３件 ５８１件 

(A)のうち申請があった件数  (B) １１３件 １００件 

(B)のうち保護開始となった件数 ９８件 ８０件 

②利用（受給）世帯数と人数 

質問項目 ２０２５年４月分 ２０２６年４月分 

世帯数 ５３３世帯 ５２６世帯 

 うち、外国人世帯数 ２５世帯 ２５世帯 

人数 ６２７人 ６０８人 

 うち、外国人人数 ３７人 ３３人 

保護率 ４．１１％ ３．９８％ 

 

 

 



※以下は市のみお答えください 

③扶養照会  

質問項目 ２０２４年度 ２０２５年度 

１）扶養照会したケース数 ３１８件 ２７５件 

２）扶養照会した扶養義務者数 ８５６人 ６９０人 

３）上記２）のうち金銭的援助が受けられるようになった扶養義務者数 ６人 ６人 

④生活保護担当職員 

１）ケースワーカーの人数 

 
正規職員数（内女性） 

生保担当の 

平均在任年数 
非正規職員数（内女性） 

２０２５年４月現在 ８人（    ０人） ２年  ６カ月 ０人（  ０人） 

２０２６年４月現在 ８人（    ０人） ２年  ８カ月 ０人（  ０人） 

※正規職員には暫定再任用職員（フルタイム）を含む 

※非正規職員をケースワーカーとして配置している理由をご記入ください。 

 

 

２）社会福祉主事の資格がない職員数（２０２６年４月現在） 

社会福祉主事の 

資格がない職員数 

正規職員 非正規職員 

１人 ０人 

３）１ケースワーカー当たりの世帯数・人数 

 世帯数 人数 

２０２５年４月現在 ６６世帯 ７８人 

２０２６年４月現在 ６６世帯 ７６人 

４）専門職としての採用（２０２６年４月現在）  

専門職としての採用がありますか。    （   ）あり   （ ○ ）なし 

５)生活保護担当部署に配置されている会計年度任用職員について 

職種 フル・パートの別 人数 

就労支援員 

（生活相談支援員） 

（診療報酬明細点検業務員） 

（事務補助員） 

フルタイム・パート 

フルタイム 

パート 

フルタイム・パート 

２人 

１人 

１人 

３人 

 

（２）生活困窮者支援 担当課（ 生活福祉課 ）電話（ 0566-62-1038 ）ＦＡＸ（ 0566-24-2466 ） 

メールアドレス（ seifuku@city.kariya.lg.jp ） 

※市民向けのパンフレットがあれば添付してください。 

①実施方法 

 実施 運営方法 事業所数 委託先 

自立相談支援  直営   

住居確保一時金窓口  直営   

シェルター(一時生活支援) 実施 直営   

地域居住支援 実施 直営   

就労準備支援 実施 委託 １ NPO法人 

就労訓練 実施 委託 
登録状況

により変動 
愛知県の認定就労訓練事業所 

家計改善支援 実施 直営   

子どもの学習・生活支援 実施 直営   

町村の相談支援 - -   

その他（         ） - -   

※実施には、「実施」「未実施」「実施予定」の別を記入ください 



※運営方法は「直営」「委託」「直営＋委託」「借上」の別を記入ください 

※委託先は「社協」「社会福祉法人」「ＮＰＯ法人」「一般社団（財団）法人」「株式会社」「生協」など

種別を記入ください。複数ある場合は複数記入ください。 

②実施状況 

 ２０２４年度 ２０２５年度 

新規相談受付件数 ２６４件 ３０７件 

プラン作成件数 ３４件 ３４件 

就労支援対象者数 ２４件 ２３件 

事

業

等

利

用

件

数 

住居確保給付金 ９件 １０件 

シェルター（一時生活支援) ６件 ２件 

地域居住支援 ― ― 

就労準備支援 １０件 １件 

就労訓練 ― ０件 

家計改善支援 １件 ３件 

子どもの学習・生活支援 ４３件 ４４件 

町村の相談支援 ― ― 

その他（          ） ― ― 

（３）低所得世帯等へのエアコン助成 担当課（ 生活福祉課・長寿課 ） 

電話（0566-62-1038・0566-62-1013）ＦＡＸ（0566-24-2466・0566-24-2466）  

 メールアドレス（ seifuku@city.kariya.lg.jp・choujyu@city.kariya.lg.jp ） 

①自治体独自の低所得世帯・高齢者世帯等へのエアコン購入費助成事業がありますか。 

※国の住宅省エネキャンペーン、子育てグリーン住宅支援などは除く。 

（  ）ある    （〇）ない    （  ）検討中 

②ある場合は、実施内容（対象者、助成額、助成実績）をご記入ください。 

対象者 助成の有無 助成額 
２０２５年度助成実績 

件数 金額 

生活保護利用世帯     

高齢者世帯     

住民税非課税世帯     

その他（          ）     

（４）女性相談支援員の配置 担当課（ くらし安心課 ）電話（ 0566-62-1058 ） 

ＦＡＸ（ 0566-27-9652 ）  メールアドレス（ kurashi@city.kariya.lg.jp  ） 
 

①困難女性支援法に基づく女性相談支援員の配置状況 

 正規 非正規 合計 

2026 年 4 月現在 ０人 ０人 ０人 

  



４．福祉医療など  担当課（ 国保年金課 ）電話（ 0566-62-1207 ）ＦＡＸ（ 0566-24-2466 ） 

メールアドレス（ kokunen@city.kariya.lg.jp ） 

（１）福祉医療（子ども・障害者・ひとり親・高齢者の医療費助成制度）について、２０２５年４月１日以降、制

度（助成内容・対象範囲・対象要件・自己負担・支払方法など）を改定（予定を含む）していますか。 

※該当項目に○印を付してください。 

福祉医療の種類 改定なし 改定あり 改定予定あり 

子ども医療費助成制度  〇  

障害者医療費助成制度 〇   

精神障害者医療費助成制度 〇   

ひとり親医療費助成制度 〇   

後期高齢者福祉医療費給付制度 〇   

妊産婦医療費助成制度 助成制度なし   

（２）前記（１）の質問で「改定あり」、「改定予定あり」の場合、実施年月日・改定内容をご記入ください。 

（実施年月日）令和７年４月１日 

（改定内容）高校生世代の通院医療費を助成 

（３）子ども医療費助成について、仮に愛知県が２０２６年度から１８歳年度末まで助成していた場合、２０２６

年度予算で試算すると、貴市町村の負担はいくら軽減されますか。 

（ ２９２，０００，０００ ）円 軽減される 

 

５．子どもの権利保障 

（１）子どもの権利を守る施策 

担当課（ 子育て推進課・生活福祉課・生涯学習課 ） 

電話（0566‐62‐1061・0566-62-1038・0566-62-1036） 

ＦＡＸ（0566‐24‐3481・0566-24-2466・0566-25-1006） 

メールアドレス（ksuishin@city.kariya.lg.jp・seifuku@city.kariya.lg.jp・syougai@city.kariya.lg.jp） 

①教育・学習支援      （〇）実施   （  ）未実施 

 ２０２５年度実績 ２０２６年度予算 

カ所数 ２カ所 ２カ所 

人数 ９人 １１人 

実施時期（○月～○月等） ４月～３月 ４月～３月 

実施日等 

（週○回、毎週○曜日等） 
毎週火・木・土曜日 毎週火・木・土曜日 

１人の子どもが利用可能な 

１年度あたりの実施回数 

年４４回（土曜日） 

年８１回（火・木曜日） 

年４４回（土曜日） 

年７８回（火・木曜日） 

対象者の学年 小学４年生～大学２年生 小学５年生～大学２年生 

※実施している場合の具体的な内容や対象者の要件等をご記入ください。 
 
 

②「無料塾」、「こども食堂」への支援 

１）「無料塾」への支援  （  ）実施   （〇）未実施 

２０２５年度実績 （    ）カ所（     ）人、決算額（        ）円 

２０２６年度予算 （    ）カ所（     ）人、予算額（        ）円 

※支援内容を具体的にご記入ください。 
 
 

２）「こども食堂」への支援  （  ）実施   （〇）未実施 

２０２５年度実績 （    ）カ所（     ）人、決算額（        ）円 

２０２６年度予算 （    ）カ所（     ）人、予算額（        ）円 

※支援内容を具体的にご記入ください。 
 



③こども家庭センターについて 

１）こども家庭センターの設置状況   （〇）設置済み   （  ）設置を検討中   （  ）設置しない 

２）こども家庭センターを設置している場合の状況 

設置カ所数（ ２ ）カ所 → 設置施設名（ 市役所本庁舎 、 保健センター ） 

                 → 設置している部署名（ 子育て推進課、子育て支援課 ） 

 

職員体制 人数（人） 任用形態 専任・兼務 所持している資格 

センター長 １ a 正規職員 専任 ・ 兼務  

統括支援員 １ a 正規職員 専任 ・ 兼務  

子ども家庭支援員 ０  専任 ・ 兼務  

虐待対応専門員 ０  専任 ・ 兼務  

保健師 １６ 

４ 

 

a 正規職員 
h パートタイム会計年度任用職

員 

専任 ・ 兼務  

心理担当職員 ０  専任 ・ 兼務  

その他（事務職） 

    （保育士） 

    （家庭児童相談員） 

３ 

１ 

２ 

a 正規職員 

a 正規職員 

h パートタイム会計年度

任用職員 

専任 ・ 兼務  

※任用形態はa正規職員、bフルタイム再任用職員、c短時間再任用職員、d任期付職員、e短時間

任期付職員、f臨時職員、gフルタイム会計年度任用職員、hパートタイム会計年度任用職員、iそ

の他、から選択してご記入ください。 

④要保護児童対策地域協議会について 

庶務を担う機関(調整機関)の設置部署（  子育て推進課  ） 

職員体制  全体（ ２５ ）人 うち正規職員（ ６ ）人 →うち専任（   ）人・兼任（ ６ ）人 

正規職員以外（ １９ ）人 →うち専任（   ）人・兼任（ １９ ）人 

（２）就学援助  

担当課（  学校教育課  ）電話（ 0566-62-1035 ）ＦＡＸ（ 0566-25-1006 ） 

メールアドレス（ gakukyou@city.kariya.lg.jp ） 

※就学援助に関する保護者向けの案内文書を添付してください。 

①就学援助受給者数・予算額をご記入ください。 

 

※受給割合は、小数点第１位までご記入くださ

い。 

※２０２６年度の支給額は見込額をご記入くださ

い。 

 

②就学援助の認定対象基準をご記入ください。→ ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （○）ない 

生活保護基準額の（        ）倍 

※上記生活保護基準に含まれているものに○印を付してください。 

（  ）生活扶助（基準生活費＋加算）、（  ）住宅扶助（家賃）、（  ）教育扶助、 

（  ）前記以外に追加しているもの（                           ） 

③就学援助の対象となる所得基準額（年額）をご記入ください。 

・２人家族（母就労３０歳代、子ども小学生の場合）  …  （ ２,７０６,０００ ）円 

・４人家族（父母とも就労３０歳代、子ども小学生と４歳児の場合） … （ ３,５４２,０００ ）円 

④申請書の受付先  （  ）市町村窓口   （  ）学校   （○）窓口と学校のどちらも可 

⑤就学援助の項目 → ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （○）ない 

（○）学用品費 （  ）体育実技用具費 （○）入学準備金 （○）通学用品費 （  ）通学費  

（○）修学旅行費 （  ）クラブ活動費 （  ）生徒会費 （  ）ＰＴＡ会費 （○）給食費 

（○）校外活動費（宿泊を伴わないもの） （○）校外活動費（宿泊を伴うもの） 

 ２０２５年度 ２０２６年度 

受給者数 ９３６人 ９１７人 

受給割合 ７．３％ ７．３％ 

支給額 ７７，０１７，２６３

円 

６２，０１６，０００

円 



（  ）めがね・コンタクトレンズ （  ）卒業記念品 （  ）オンライン学習通信費 

（  ）その他（                                                   ） 

⑥日本スポーツ振興センター掛け金 

（○）就学援助の対象としている 

（  ）すべての児童の掛け金を公費助成している 

（  ）就学援助の対象とせず、すべての児童の掛け金の公費助成も行っていない 

（３）義務教育無償化 

担当課（ 教育総務課・学校教育課  ）電話（ 0566-62-1034・0566-62-1035 ） 

ＦＡＸ（ 0566-25-1006（二課共通） ） 

メールアドレス（ kyouikusoumu@city.kariya.lg.jp ・ gakukyou@city.kariya.lg.jp ） 

①学校給食費の補助・減免 （就学援助家庭への減免は除く） 

１）児童・生徒一人あたりの学校給食費 （月額の場合は１食あたりの推計でご記入ください。） 

区分 
２０２５年度 ２０２６年度 

小学校（円/食） 中学校（円/食） 小学校（円/食） 中学校（円/食） 

保護者負担額 ２５０ ２８０ ０ ２８０ 

公費負担額 ４６ ４６ ３４０ ９０ 

 うち国の交付金 ０ ０ ０ ０ 

 うち県支出金 ０ ０ ３１０ ０ 

 うち一般財源 ４６ ４６ ３０ ９０ 

計 ２９６ ３２６ ３４０ ３７０ 

※「国の交付金」は物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金の活用を想定しており、「県支出

金」は学校給食費の抜本的な負担軽減に伴う公立学校給食費負担軽減補助金を想定しています。 

２）一般財源により市町村独自の補助・減免を行っていますか。 （例：半額補助、第２子以降無料など） 

→ ２０２５年４月以降の変更は （○）ある  （  ）ない 

（  ）徴収していない   （○）補助・減免を行っている   （  ）検討中   （  ）行っていない 

※徴収していない、または補助・減免を行っている場合は、具体的な内容をご記入ください。 

食材費の高騰による給食費の負担が増えないよう、市で対応する予算を計上することで、保護者

負担の軽減に努めている。 

３）国の重点支援地方交付金を活用した時限的な補助・減免を行っていますか。 

（  ）補助・減免を行っている   （  ）検討中   （○）行っていない 

※補助・減免を行っている場合は、具体的な期間・内容をご記入ください。 

（実施期間）     年   月～     年   月 

（実施内容） 

 

②教材費・修学旅行費・制服代等義務教育全体の無償化 （就学援助家庭への減免は除く） 

下記の項目について、補助している項目に○印と補助内容等をご記入ください。 

補助項目 
実施の有無 

※実施の場合○印 
備考（補助内容・要件等） 

入学準備金   

教材費 ○ 

学校教材費等給付金 

小学校・小学部１年生６，０００円 ２～６年生４，０００円 

中学校・中学部１年生１５，０００円 ２・３年生１０，０００円 

校外活動費   

修学旅行費 ○ 

修学旅行費補助金 

小学校・小学部 一人当たり２０，０００円（上限） 

中学校・中学部 一人当たり４０，０００円（上限） 



制服代   

卒業アルバム   

その他   

 

（４）保育施設等の給食について 

担当課（ 子ども課 ）電話（0566-62-1014）ＦＡＸ（0566-24-3481） 

メールアドレス（ kodomo@city.kariya.lg.jp ） 

①３歳以上児の子ども一人あたりの給食費 （１食あたりの場合は月額の推計でご記入ください。） 

区分 
２０２５年度 ２０２６年度 

主食費（円/月） 副食費（円/月） 主食費（円/月） 副食費（円/月） 

保護者負担額 ５，２００（給食費・おやつ代、推計） ５，２００（給食費・おやつ代、推計） 

公費負担額 １，９８０ ２，１４０ 

 うち国の交付金     

 うち県支出金     

 うち一般財源 １，９８０ ２，１４０ 

計 ７，１８０ ７，３４０ 

※「国の交付金」は物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金の活用を想定しています。 

②一般財源により国基準を上回る市町村独自の補助・減免を行っていますか。 

→ ２０２５年４月以降の変更は （  ）ある  （〇）ない 

（  ）徴収していない   （〇）補助・減免を行っている   （  ）検討中   （  ）行っていない 

※徴収していない、または補助・減免を行っている場合は、具体的な内容をご記入ください。 

国で定める副食費の免除対象者に加え、１８歳未満の児童で数えて第三子以降の子どもも免除

対象としており、副食費のみでなく主食費も免除しております。 

③国の重点支援地方交付金を活用した時限的な補助・減免を行っていますか。 

（  ）補助・減免を行っている   （  ）検討中   （〇）行っていない 

※補助・減免を行っている場合は、具体的な期間・内容をご記入ください。 

（実施期間）     年   月～     年   月 

（実施内容） 

 

④保育所・幼保連携型認定こども園において給食の外部搬入を行っていますか。 

（〇）行っている施設がある   （  ）行っている施設はない 

※行っている施設がある場合は、以下の表の該当する欄に○をご記入ください。 

 
公立施設 民間施設 

全ての施設 一部の施設 対象の年齢 全ての施設 一部の施設 対象の年齢 

満３歳以上児  〇 ○3  ・ ○4  ・ ○5    ３ ・ ４ ・ ５ 

満３歳未満児   ０ ・ １ ・ ２ ― ― ― 

（５）保育 

担当課（ 子ども課 ）電話（0566-62-1014）ＦＡＸ（0566-24-3481） 

メールアドレス（kodomo@city.kariya.lg.jp） 

①保育施設の数 （２０２６年４月１日現在） 

保育施設の種類 
施設数 

公立施設 私立施設 

認可保育所 

※保育所型認定こども園・へき地保育所を含む 
１０ １２ 

認定こども園 

幼保連携型 １５ ０ 

幼稚園型 ０ ０ 

保育所型（認可保育所と重複） ０ ０ 



地方裁量型 ０ ０ 

地域型保育事業 

家庭的保育事業 ０ ０ 

小規模保育事業Ａ型 ０ ０ 

小規模保育事業Ｂ型 ０ ０ 

小規模保育事業Ｃ型 ０ ０ 

事業所内保育所事業 ０ ０ 

居宅訪問型保育事業 ０ ０ 

認可外保育施設 

全体数 ０ ２７ 

指導監督基準を満たさない施設 ０ ３ 

企業主導型保育事業 ０ ２ 

②保育士１人あたりの児童数(運営上の保育士配置) 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 

国の保育士配置基準 ３：１ ６：１ ６：１ １５：１ ２５：１ ２５：１ 

公立施設の基準 ３：１ ５：１ ６：１ １５：１ ２５：１ ２５：１ 

民間施設の基準 ３：１ ５：１ ６：１ １５：１ ２５：１ ２５：１ 

③公立保育施設等の統廃合・民営化・民間委託等の計画がありますか。 

※２０２５年８月以降の新たな計画についてご記入ください。 

（○）ある   （  ）ない   （  ）検討中 

１）ある場合、その計画等の名称と公表時期 （複数ある場合はすべて記載をお願いします。） 

（     おがきえ保育園及びあおば保育園の管理運営方法について   ） （令和６年６月）公表 

（                                              ） （   年  月）公表 

２）ある場合、その計画等は自治体のホームページに掲載していますか。 

（  ）している   （○）していない → していない場合、内容のわかるものを添付してください。 

３）検討中の場合、具体的な内容をご記入ください。 

 

 

 

④保護者が育児休業を取得する際のきょうだいの子の退園（いわゆる育休退園）行っていますか。 

（○）育休退園を行っている   （  ）保護者が育児休業に入っても入園を継続できる 

１）育休退園を行っている場合、育休退園を行っている理由や基準、今後の見通しをご記入ください。 

保護者の就労や介護などの保育要件で入園を希望される方とのバランスを考慮している。1 歳

児クラス以下は原則退園。2 歳児クラス以上の場合、上の子の卒園までに復職する場合は継続

在園可能。 

２）育休退園を行っている場合、育休退園となった子どもの延べ人数とその内訳 
 

延べ人数 
    

０歳児 １歳児 ２歳児 その他 

２０２４年度 ７３ ４ ３９ ３０ ０ 

２０２５年度 ８３ ４ ４１ ３６ ２ 

３）再び入園する際の配慮があれば具体的にご記入ください。 

育休退園した児童は再度同じ園を申込む際に加点を設けている（下の子も同じ加点を受けられ

る）。 

⑤保育施設等に対する指導監査における実地検査について 

１）保育士等、現場経験のある専門家は同行していますか。 

（○）保育士が同行している   （  ）その他の専門家が同行している   （  ）同行していない 

※その他の専門家が同行している場合、具体的にご記入ください。 



 

 

２）実地による検査ではなく、書面やリモートにて実施する予定はありますか。 

（  ）すでに実施している   （  ）予定がある   （○）予定はない 

※すでに実施している、予定がある場合は、実地の検査を行わないこととした理由をご記入ください。 

 

 

３）指導監査における実地検査以外に、保育施設等を訪問する機会がありますか。 

（○）定期的に訪問している  （  ）特別な事情があれば訪問している  （  ）特にしていない 

※訪問している場合、どの種類の保育施設を訪問していますか。 

（○）認可保育所  （  ）小規模保育事業  （  ）企業主導型保育事業 （  ）認可外保育所 

※訪問している場合、その理由や目的（職員からの聞き取り、保育の指導、状況把握等）、訪問者

などをご記入ください。 

年度当初に新年度の状況把握のため全園訪問している。また、定期的に保育の質の向上のた

めの指導訪問を行っている。 

⑥保育所における付加的保育・付加的サービスの実施状況について 

１）付加的保育（上乗せ徴収を伴う英語、体操、リトミック、水泳、スポーツ、絵画等）の実施施設があり

ますか。 

（  ）ある →（   施設）   （○）ない 

※実施施設がある場合、事前協議や確認・指導等、市町村としての対応を行っていますか。 

（該当する全部を選択してください。） 

（  ）事前協議の実施   （  ）監査等における実施状況の確認や行政指導 

（  ）苦情・相談対応   （  ）その他の対応   （  ）特に対応していない 

※実施施設がある場合、具体的な内容や上乗せ徴収額をご記入ください。 

（実施施設や内容が多数ある場合は一覧表の添付等でも構いません。） 

①（実施内容）                   （上乗せ徴収額）     円／回 

②（実施内容）                   （上乗せ徴収額）     円／回 

③（実施内容）                   （上乗せ徴収額）     円／回 

２）付加的サービス（直接契約による英語、体操、水泳、ピアノ、スポーツ、リトミック等）の実施状況につ

いて把握していますか。 （該当する全部を選択してください。） 

（  ）実施施設数を把握している →（   施設） 

（  ）実施内容を把握している   （  ）料金設定を把握している 

（  ）自治体への報告・届出を求めている   （  ）指導監査等において実施状況を確認している 

（○）上記のいずれも把握していない 

⑦保育施設におけるスポットワーク（いわゆるスキマバイト）の利用を把握していますか。 

（  ）している → （   ）カ所の施設で利用している   （○）していない 

１）把握している場合、その把握方法を具体的にご記入ください。 

 

 

２）把握している場合、以下の状況があった際に指導・指摘等の対象としていますか。 

（  ）スポットワークの保育士を最低基準上の保育士定数の一部に充てている場合 

（  ）組・グループの保育をスポットワークの保育士のみで行っている場合 

（  ）スポットワークの保育士を長期かつ継続的に利用している場合 

（  ）その他（                            ）の場合   （  ）特にしていない 

⑧保育士の離職防止や保育士確保のために市町村独自の施策や工夫を行っていますか。 

（○）市町村独自のとりくみを行っている   （  ）特に行っていない 

※市町村独自のとりくみを行っている場合、その内容について具体的にご記入ください。 

大学や短期大学などの保育者養成校へ行き、保育職の魅力や刈谷市の特色を話す機会をつく

って保育士確保に努めている。 

 



⑨こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）について 
１）実施施設 

公立保育所( ２ )カ所  公立幼稚園(   )カ所  公立認定こども園(   )カ所 
民間保育所(   )カ所  民間幼稚園(   )カ所  民間認定こども園(   )カ所 

２）２０２６年４月から８月までの利用実績 
 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

給付認定者数 ４０ ３０ ２９ ２１ ９ 
申込者数 １５ ３４ ４８ ４８ ５７ 
利用者数 １５ ３４ ４８ ４８ ５７ 
利用総時間数 ６４ １７２ ２５９ ３００ ２６７ 

３）事業に対する指導監査・勧告・命令等について 

（  ）事業単独で実施   （  ）事業施設の指導監査と同時に実施 

（  ）外部委託   （○）検討中 

４）事業に対して自治体独自で運営費、利用料等の補助を行っていますか。 

（  ）行っている   （  ）検討中   （○）行っていない 

※行っている、または検討中の場合、その内容について具体的にご記入ください。 

 

 

５）事業を実施する上で困難となっていることがあれば具体的にご記入ください。 

 

 

６）事業実施施設についてご記入ください。 
（実施施設や内容が多数ある場合は一覧表の添付等でも構いません。） 

施設名 

実施方法 
・一般型（在園児合同） 
・一般型（専用室実施） 
・余裕活用型 

実施日時 
実施対象（年齢） 

および定員 

職員配置 
・正規保育士 
・非正規保育士 
・乳児等通園 
支援従事者 

刈谷市立 

あおば保育園 
一般型（専用室実施） 

月～金 

【午前の部】

９時～１１時 

【午後の部】

１ ３ 時 ～ １ ５

時 

・対象：０歳～３

歳未満児 

・定員 

【午前の部】２人 

【午後の部】２人 

非正規保育士 

刈谷市立 

おがきえ 

保育園 

一般型（専用室実施） 

月～金 

【午前の部】

９時～１１時 

【午後の部】

１ ３ 時 ～ １ ５

時 

・対象：０歳～３

歳未満児 

・定員 

【午前の部】３人 

【午後の部】３人 

非正規保育士 

⑩保育所等における３歳未満児の利用者負担額（保育料）について 
１）３歳未満児の利用者負担額（保育料） 

※国の基準の階層と異なる階層を設定している場合は枠を増やすなどでご対応ください。 
自治体で作成している一覧表等があれば添付してください。 

国の基準 市町村の利用者負担額（保育料） 

階層 
基準月額 

（標準時間） 
階層 

基準月額 

（標準時間） 

① 生活保護世帯等 0 円  A 0 円 

② 市 

町 

村 

民 

非課税世帯 0 円  B 0 円 

③ 所 

得 

割 

48,600 円未満 19,500 円  C1 8,400 円 

④ 62,000 円未満 19,500 円 C2 11,400 円 

⑤ 71,500 円未満 30,000 円 C3 14,600 円 



⑥ 税 課 

税 

額 

97,000 円未満 30,000 円  C4 19,800 円 

⑦ 110,000 円未満 44,500 円 C4 19,800 円 

⑧ 140,000 円未満 27,400 円 C5 27,400 円 

⑨ 165,000 円未満 44,500 円 C6 36,400 円 

⑩ 169,000 円未満 44,500 円  C7 40,200 円 

⑪ 205,000 円未満 61,000 円 C7 40,200 円 

⑫ 301,000 円未満 61,000 円  C8 44,000 円 

⑬ 335,000 円未満 80,000 円 C8 44,000 円 

⑭ 335,000 円以上 80,000 円 C9 47,000 円 

⑮ 397,000 円未満 80,000 円  C9 47,000 円 

⑯ 397,000 円以上 104,000 円 C9 47,000 円 

２）利用者負担額（保育料）がある場合、多子世帯への軽減を行っていますか。 

（〇）行っている   （  ）検討中   （  ）行っていない 

※行っている、または検討中の場合は、具体的な内容をご記入ください。 

（実施時期）  

第二子保育料無償化は R７年１０月～ 

（対象となる子ども） ※世帯・子どもの範囲（○歳以降第○子）など具体的に 

１８歳以下の児童で数えて２番目以降の児童 

（軽減の内容） 

世帯の所得に関わらず、保育料が無料 

３）ひとり親世帯への軽減等、その他の軽減を行っていますか。 

（〇）行っている   （  ）検討中   （  ）行っていない 

※行っている、または検討中の場合は、具体的な内容をご記入ください。 

市町村民税の所得割額が７７，１０１円未満の世帯は第１子保育料１，４００円、第２子は兄姉の年

齢を問わず無料。 

 

６．障害者施策  担当課（  福祉総務課  ）電話（ 0566‐62‐1208 ）ＦＡＸ（ 0566‐24‐3481 ） 

            メールアドレス（ fukusou@city.kariya.lg.jp ） 

（１）自治体独自の障害者手当 

   →２０２５年４月以降の変更は （   ）ある    （○）ない 

   変更がある場合、その変更内容と理由をご記入ください。 

 

 

（２）暮らしの場の拡充について 

①入所施設の状況をご記入ください。 

 ２０２５年７月現在 ２０２６年７月現在 対前年比（％） 

入所施設設置数 ２ ２ １００ 

入所待機者数 把握していない 把握していない ― 

施設入所支援決定者数 ６３ ６３ １００ 

※複数施設の待機者は、名寄せしてご記入ください。 

 

 

 

 

 



②グループホームの状況をご記入ください。 

１）施設整備状況 

 ２０２５年７月現在 ２０２６年７月現在 対前年比（％） 

グループホーム設置数 １３ １４ １０８ 

共同生活援助支給決定数 １５８ １６３ １０３ 

日中サービス支援型共同生活 

援助事業所数 

２ ２ １００ 

グループホー

ムの運営法人 

１）公営 ０ ０ ０ 

２）社会福祉法人 ２ ２ １００ 

３）非営利活動法人 ２ ２ １００ 

４）営利法人 ６ ７ １１７ 

２）グループホームへの自治体独自補助がありますか。 

（   ）ある     （○）ない     （   ）検討中 

ある場合、補助内容をご記入ください。※要綱があれば添付してください。 

 

 

③短期入所の状況について 

１）短期入所の利用状況についてご記入ください。 

短期入所支給者数 
最多支

給日数 

平均支給 

日数 

年間１８０日以上利用可 

とする支給者数 

２０２５年 

７月現在 

２０２６年 

７月現在 

前年同月比

（％） 

２０２５年 

７月現在 

２０２６年 

７月現在 

２４３ ２４１ ９９ ２３ ８ ９ ６ 

２）短期入所を１８０日以上利用可としている主な理由をご記入ください。 

介助者の体調不良など 

 

（３）訪問系各サービス 

 ①各サービスの事業所数・支給状況をご記入ください。 

サービス 

事業所数 支給者数（人） 
最多支給 

時間数 

平均支給 

時間数 

２０２５年 

７月現在 

２０２６年 

７月現在 

前年 

同月比

（％） 

２０２５年 

７月現在 

２０２６年 

７月現在 

前年 

同月比

（％） 

２０２６年 

７月現在 

２０２６年 

７月現在 

居宅介護 １７ １９ １１２ ２１５ ２２１ １０３ １２９ ３３ 

重度訪問

介護 
１７ １７ １００ １９ ２１ １１１ １３８１ ３３０ 

行動援護 ０ １ ― ６ １２ ２００ ６０ ２１ 

同行援護 ５ ６ １２０ ２５ ２３ ９２ ３６ ２０ 

地域生活支援事業 

移動支援 ３３ ３４ １０３ ３０３ ３０６ １０１ ７２ １４ 

※最多支給時間は２０２６年７月の１カ月。平均時間は１カ月あたりでご記入ください。 

 ②移動支援の単価について 

 １） 1 時間支援をした場合報酬単価 

（身体介護あり  ４，０２０円、身体介護なし １，９７０円、その他         円） 

 ２） ２０２６年度  （  ）引き上げた  （  ）引き下げた  （〇）変更していない 

 ３） ２０２７年度  （  ）引き上げる予定（  ）引き下げる予定（〇）変更しない予定 

 上記１）、２）の改定にあたって参考にしたことがあればご記入ください。 

 

 



（４）障害児の保育・療育への接続について 

 ①２０２６年４月時点での障害児入園希望者数 希望者 （ １１８ ）人   待機者 （ ０ ）人  

 ②障害児の相談支援専門員対応状況    

 １）相談・計画につながっている家庭 （ ７６５ ）人   セルフプランとなっている家庭（ ２ ）人 

 ２）自治体としてセルフプランとなっている家庭への対策をご記入ください。 

更新時や必要に応じて、計画相談につながるよう案内していく。 

（５）障害者・児虐待について 

 養護者による 
障害者・児虐待 

障害者・児福祉施設従事者
等による障害者・児虐待 

２０２４年度 ２０２５年度 ２０２４年度 ２０２５年度 

市町村等への相談・通報件数 ８ １３ １０ ９ 

市町村等による虐待判断件数 ０ ８ ２ ５ 

被虐待者数   ８ １３ １０ ９ 

（６）介護保険利用を優先することについて 

 ①要介護認定の申請をせず、障害福祉サービスの更新申請への対応について 

（〇）変更なし   （   ）変更あり 

変更ありの場合は理由をご記入くだし。 

 

 ②要介護認定を受けずに、障害福祉サービスを継続利用する場合の対応について 

（〇）変更なし   （   ）変更あり 

変更がある場合は理由をご記入ください。 

 

（７）障害福祉計画について 

 ①７月１日現在の２０２７年からの障害福祉計画の策定について 

（   ）すでに策定した    （〇）検討中 

 ②事業所の総量規制について 

（   ）計画がある    （〇）計画はない    （   ）検討中 

計画があるまたは検討中の場合、どの事業の計画があるか、また理由をご記入ください。 

事業所類型  

理    由  

 

７．任意予防接種の助成  担当課（ 子育て支援課・健康推進課 ） 

電話（ 0566－23－8877・0566-23-9559 ）ＦＡＸ（ 0566-26-0505（二課共通） ） 

メールアドレス（ kshien@city.kariya.lg.jp・kenkou@city.kariya.lg.jp ） 

（１）次のワクチンの助成を実施している場合、それぞれの助成内容をご記入ください。 

                                               【子育て支援課・健康推進課】 

ワクチンの種類 対  象 
助成額 

（１回） 

自己負担 

（１回） 

助成開始また

は予定年月 

子どものインフルエンザ 
（フルミスト以外） 

生後６か月～小学生：２回 

中学生：１回 
１，０００円 円 

臨時措置：令

和 ２ 年 ～ ８ 年

度  

子どものインフルエンザ 
（フルミスト） 

生後６か月～小学生：２回 

中学生：1 回 
１，０００円 円 

臨時措置：令

和 ２ 年 ～ ８ 年

度 

おたふくかぜ 

１歳～２歳未満 

小学校就学前１年間（年長

児） 

２，０００円 円 平成３１年４月 

ＨＰＶワクチン 
（１８歳以下の男性） 

 円 円  

高齢者のＲＳウイルス 
ワクチン 

 円 円  



（２）高齢者用肺炎球菌ワクチン・帯状疱疹ワクチン 

①高齢者用肺炎球菌ワクチン・帯状疱疹ワクチン助成について、定期・任意それぞれの助成内容をご記

入ください。                                             【健康推進課】 

ワクチンの種類 対  象 
助成額 

（１回） 

自己負担 

（１回） 

助成開始また

は予定年月 

帯状疱疹ワク

チン 

（定期） 

当該年度に ６５、７０、７５、 

８０、８５、９０、９５、１００歳とな

る人 

円 

ビケン： 

２，５００円、 

シングリック

ス：６，５００

円/１回（市

民税非課税

世帯及び生

活保護受給

世帯等は申

請 に よ り 無

料）※シング

リッ ク ス は２

回接種 

 

（任意） 

定期接種対象外で、満５０歳

以上の過去に定期接種及び

費用助成による接種を受け

ていない人 

ビケン： 

４，０００円、 

シングリック

ス： 

１０，０００円

（ 市 民 税 非

課税世帯及

び生活保護

受給世帯等

は申請によ

りビケン：上

限 ８ ， ０ ０ ０

円、シングリ

ックス：上限

２０，０００円）

※シングリッ

クスは上限２

回助成 

円 令和３年８月 

高齢者用肺炎

球菌 

（定期） 
過去に未接種の満６５歳の人

（６６歳の誕生日の前日まで） 
円 

３，５００円 

（ 市 民 税 非

課税世帯及

び生活保護

受給世帯等

は申請によ

り無料） 

 

（任意） 

定期接種対象外で、満６５歳

以上の過去に定期接種及び

費用助成による接種を受け

ていない人 

４，０００円 

（ 市 民 税 非

課税世帯及

び生活保護

受給世帯等

は申請によ

り上限 

１０，０００円） 

円 平成２５年８月 

 



②高齢者肺炎球菌ワクチンの２回目の任意予防接種を実施していますか。 

（  ）実施している → （  ）１回目を助成していない人が対象 （  ）１回目を助成した人も対象 

（○）実施していない  （  ）検討中 

 

８．健診事業  担当課（ 子育て支援課 ）電話（ 0566-23-8877 ）ＦＡＸ（ 0566-26-0505 ） 

メールアドレス（ kshien@city.kariya.lg.jp ） 

（１）産婦健診を何回実施していますか。回数と開始年月をご記入ください。 

産後８週以内で２回実施 

平成２１年度より１回実施し、平成３１年度より２回に拡充 

（２）５歳児健診を実施していますか。 

（〇）実施（予定）している … 開始（予定）年月（ 令和９年度 ） 

（  ）実施していない 

 

９．地域の保健・医療 担当課（ 健康推進課 ）電話（ 0566-23-9559 ）ＦＡＸ（ 0566-26-0505 ） 

メールアドレス（ kenkou@city.kariya.lg.jp ） 

（１） 今年度の公立病院の経営形態の見直し等の検討について 

→見直しの検討がありますか。 （   ）あり     （   ）なし     （○）該当しない 

見直しの検討がある場合、検討内容をご記入ください。 

 

 

（２）自治体独自の医師、看護師等医療従事者の確保対策や奨学金制度の内容について 

→２０２５年４月以降に内容の変更がありますか。 （   ）あり     （○）なし 

変更がある場合、改定内容をご記入ください。  

確保対策： 

 

奨学金制度：  本市では、市独自の奨学金制度はありません。 

 

【２】国または愛知県に対して市町村独自に提出した意見書・要望書の提出年月日をご記入ください。 

※議会が提出した意見書に加えて、市町村独自に提出した要望書も含めてください。 

※提出した意見書・要望書には、全国市長会・町村会など他市町村と合同で要望したものは含みませんが、

市町村独自に、多項目の要望の中に、下記の要望項目が含まれている場合は、提出した意見書・要望

書に含めてください。 

※２０２５年９月以降の提出分をご記入ください。                          【企画政策課】 

 意見書・要望書の種類 
提出年月日 

議会意見書 当局要望書等 

国 

① 国民健康保険の国庫負担引き上げ等 年 月 日 年 月 日 

② 最低保障年金の実現、マクロ経済スライド廃止等 年 月 日 年 月 日 

③ 介護保険制度の改善 年 月 日 年 月 日 

④ 介護・福祉労働者の夜勤労働環境の改善 年 月 日 年 月 日 

⑤ 介護・福祉労働者の処遇改善 年 月 日 年 月 日 

⑥ 加齢性難聴者に対する補聴器購入助成制度の実施 年 月 日 年 月 日 

⑦ 子どもの医療費無料制度の創設 年 月 日 年 月 日 

⑧ 小中学校の給食費無償化（給食費の抜本的な負担軽

減の拡充等を含む） 
年 月 日 年 月 日 

⑨ 障害者・児の「暮らしの場」の拡充等 年 月 日 年 月 日 

愛 ① 国民健康保険への支援 年 月 日 年 月 日 



知

県 
② 加齢性難聴者に対する補聴器購入助成の実施 年 月 日 年 月 日 

③ 子ども医療費助成制度の拡充 年 月 日 年 月 日 

④ 学校給食費無償化のための補助制度の新設 年 月 日 年 月 日 

⑤ 地域に必要な病床を確保 年 月 日 年 月 日 

⑥ 公定価格で働く職員の処遇改善 年 月 日 年 月 日 

※２０２５年９月以降に【１】に関する国・県に提出した意見書・要望書の写しを添付してください。 

☆ご協力ありがとうございました。 




